
令
和
元
年

月

日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 Prove to have actually engaged in fair

amount of similar matters properly

 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Other persons who are qualified as pro‑

vided in the bidding instructions

 Time‑limit for Tender : 11 : 00 AM, 24

September, 2019

 Contact point for the notice : Naoki Yos‑

hihara, Procurement Management Depart‑

ment, Japan Pension Service, 524, Ta‑
kaido‑nishi 3‑chome, Suginami‑ku, Tokyo,

1688505, Japan TEL 0353441100

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
令和元年８月２日
支出負担行為担当官
金融庁総合政策局秘書課長 柳瀬 護

◎調達機関番号 011 ◎所在地番号 13
１ 掲載日 令和元年７月22日（号外政府調達第
54号・３ページ）
２ 訂正内容 １ 調達内容  購入等件名及
び予定数量「金融庁ネットワークシステムの運
用管理業務 一式」を「金融庁行政情報化ＬＡ
Ｎシステムの運用管理業務 一式」に訂正する。

入札公告の訂正
次のとおり訂正します。
令和元年８月２日

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁調達事業部
調達統括官 内田 雄三

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
〇第 21 号
１ 掲載日 令和元年６月28日第11号（号外政府
調達第39号）
２ 訂正内容
 21ページ２段目上から６行目
「１～～「物品の製造」又は「物
品の販売」の「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」又は「Ｄ」１
「物品の製造」の「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」又は「Ｄ」」

を「１～～「物品の製造」又は「物
品の販売」の「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」又は「Ｄ」１
「物品の製造」の「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」又は「Ｄ」」
に訂正します。
 21ページ４段目上から33行目
「６～～ A, B C or D in the

Manufacture or Sale ６ A, B C or

D in the Manufacture」を「６～～
 A, B C or D in the Manufacture or

Sale ６ A, B C or D in the Manu‑

facture」に訂正します。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年８月２日
支出負担行為担当官
沖縄総合事務局開発建設部長 中島 靖

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 47
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 那覇港（浦添ふ頭地区）防波堤（浦
添第一）（災害復旧）築造工事（電子入札対象
案件）
 工事場所 沖縄県浦添市西洲地先
 工事内容 共通工、構造物撤去工、基礎工、
本体工、被覆・根固工、上部工、消波工
 工期 契約締結日の翌日から令和２年３月
31日まで
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価方式の試行工
事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、総合評価に係る技術提案の範囲
は対象としない。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

 本工事は、資料の提出、入札を電子入札シ
ステムで行う対象工事である。
なお、電子入札システムにより難いものは、
発注者の承諾を得た場合に限り紙入札方式に
変えることができる。
 本工事は、発注者が本工事の積算に必要な
歩掛の一部について見積りを求める工事であ
り、見積書の提出は、入札説明書交付時に別
途配布する見積提出様式により、申請書提出
時に併せて電子入札システムで提出するこ
と。また、見積りを求めた歩掛については、
申請書及び歩掛見積り提出期限までに申請書
及び歩掛見積りを提出した者に対して入札説
明書等ダウンロードシステムにより公表する
工事である。
 本工事は原則として、当該入札の執行にお
いて入札執行回数は２回を限度とし、それま
でに落札者がないときは、予算決算及び会計
令（以下「予決令」という。）第99条の２の規
定に基づく随意契約には移行しない。
 本工事は、入札説明書、図面等の電子的な
提供（ダウンロード）を行う対象工事である。
 本工事は、契約締結後、総価契約の内訳と
して、単価等について合意を行う「総価契約
単価合意方式」の対象工事である。
なお、本方式の実施にあたっては、単価等
を個別に合意する方式（以下「個別合意方式」
という。）を基本とするが、受注者の希望によ
り、単価を一括的に合意する方式（以下「一
括合意方式」という。）も可能とする。
 本工事は、休日の確保を評価する「休日確
保評価型」の試行工事である。
 本工事は、競争参加資格を有すると認めら
れた者に対し、見積参考資料を開示する試行
工事である。
 本工事は、若手の主任（監理）技術者を定
期的に指導する経験豊富な技術者（技術指導
者）を配置できる「若手技術者登用促進型」
の試行工事である。なお、技術指導者の配置
については、参加表明書の提出者が選択でき
るものとする。若手主任（監理）技術者は、
平成31年４月１日時点で満40歳未満の者とす
る。

 本工事は、主任技術者又は監理技術者の配
置変更等の試行工事である。
 本工事は、電子入札システム申請時におけ
る申請手続きの簡素化の試行工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を全て満たしている単体有資
格業者等（以下「単体」という。）又は、次に掲
げる条件を全て満たしている者により構成され
ている特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）であって、沖縄総合事務局開発建
設部長が別途公示する手続に従い、特定ＪＶと
して資格の認定を受けた者であること。
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 沖縄総合事務局における平成31・32年度一
般競争参加資格のうち「港湾土木工事」の認
定を受けていること（会社更生法（平成14年
法律第154号）に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法（平成11
年法律第225号）に基づき再生手続開始の申
立てがなされている者については、手続開始
の決定後、沖縄総合事務局長が別に定める手
続に基づく一般競争参加資格の再認定を受け
ていること。）。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（上記
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
 沖縄総合事務局における港湾土木工事に係
る平成31・32年度一般競争参加資格の認定の
際に客観的事項（共通事項）について算定し
た点数（経営事項評価点数）が、単体又は特
定ＪＶの代表者については1150点以上、特
定ＪＶの代表者以外の構成員については850
点以上であること。
 技術提案に関わる施工計画が適正であるこ
と。
 平成16年度以降に、次に掲げる工事を元請
として施工した実績を有すること（特定ＪＶ
の構成員としての実績は、出資比率が20％以
上の場合のものに限る。ただし、乙型共同企
業体の同種工事の施工実績については、出資
比率にかかわらず各構成員が施工を行った分
担工事の実績であること。）。
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